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要旨：繰返し載荷を受ける RC 梁部材の既往実験結果を基に，塑性変形性能とエネルギー吸収能力について，

特に最大耐力時の両者の関係に着目して検討し，さらに載荷履歴特性およびせん断余裕度との関係について

も検討した。その結果，既往実験結果から得られた包絡線における塑性率と累積履歴曲線における累積履歴

吸収エネルギーとは放物線的な関係になることを示した。さらに，本研究で使用した既往実験結果において，

本論で定義した塑性率と履歴吸収エネルギーがせん断余裕度で概ね評価でき，曲げ破壊型梁部材の塑性率に

対する累積履歴吸収エネルギーの割合が載荷履歴特性とせん断余裕度に依存することを示した。 
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1. はじめに 

 建築構造物の耐震設計は，終局強度型設計法 1)から靱

性保証型設計法 2)へと発展し，大地震による塑性化を考

慮して，強度だけでなく靱性の確保も要求されるように

なってきた。このような靱性に依存する設計法では，任

意に設定した限界値での構造物の応答を求め，その点で

の部材の塑性変形量もしくはエネルギー吸収量が部材の

保有性能を下回っていることを確認しなければならない。

すなわち，構造物の塑性変形能力やエネルギー吸収能力

を定量的に評価し得る算定式によって，構造物に想定さ

れる地震外力に対して部材が適切な性能を保有している

ことを確認する必要がある。RC 構造物の設計において

は，限界値として変形量を採用することが多く，エネル

ギー吸収量を設定する手法は確立されていない。 

 これまで，繰り返し載荷を受ける RC 梁部材の履歴性

状に関する数多くの実験的研究 3)-14)が行われてきた。そ

の中にはエネルギー吸収能力に関する研究もある。渡辺

ら 3)は RC 梁部材の繰り返し載荷実験を実施し，主筋降

伏時の荷重と変形角で無次元化した実験データを用いて，

エネルギー吸収能力がせん断余裕度により概ね評価でき

ることを示している。向井ら 4)5)は繰り返し載荷を受ける

RC 梁部材の軸方向変形またはヒンジ領域におけるせん

断変形によって安全限界点を設定し，載荷履歴特性を考

慮した安全限界点までのエネルギー吸収量算定式を提案

している。しかし，いまだ限界点の設定方法とエネルギ

ー吸収量の算定方法に関しては未解明な部分が残ってい

る。 

そこで，本研究では繰り返し載荷を受ける RC 梁部材

に関して，特に最大耐力に達するまでの塑性変形性能と

エネルギー吸収能力に着目して，既往実験結果 6)-14)のデ

ータを整理しデータベースを構築し，両者の相関性と載

荷履歴特性等の各種パラメータとの関係について検討す

る。 

 

2. RC 部材の保有性能の定義 

 本研究で対象とする部材は梁材，載荷方法は正負両側

に同一変位振幅を与える変位漸増型，破壊形式は曲げ破

壊，せん断破壊および付着破壊である。部材の保有性能

として，既往実験結果の載荷履歴曲線を基に得られた包

絡線と累積履歴曲線における塑性率及び履歴吸収エネル

ギー量を用いる。 

図-1 に既往実験結果から得られる載荷履歴曲線の一

例を示す。本研究では，各実験結果を統一的に整理する

ために，実験の載荷履歴曲線をせん断力 Q～変形角 R 関

係に換算し，さらに，Q と R を降伏荷重 Qy と降伏変形

角 Ryで除して無次元化している。無次元化荷重 Q/Qyの

算定には式(1)15)を，無次元化変形角 R/Ryの算定には式(2)

の菅野式を使用する。ここで，R/Ry=1 は引張鉄筋が降伏

した時点を示す。 

y y(7 /8 )  tQ d l a                        (1) 

y y y( )eR Q K l                          (2) 

ここで， 
 
 
 
 
 
 
 
 

at：引張り鉄筋の総断面積，y：鉄筋の降伏強度 

d：有効梁せい，l：シアスパン長さ，D：梁せい 

y：降伏時の剛性低下率，n：ヤング係数比 
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降伏変形評価法に関する研究は数多く行われており，

せん断変形や主筋の抜け出しによる付加変形を考慮した

評価式，高強度材料に対応した評価式等，様々な式 16)-18)

が提案されている。しかし，日本建築学会の RC 規準 15)

には，それらを包含した評価式が示されていない。 

本研究では既往実験結果を整理しデータベース化す

るための指標が必要であるため，降伏変形評価式として

RC 規準 15)に記載されている式(2)を使用する。 

コンクリートのヤング係数算出に際しては，シリンダ

ー強度が 36N/mm2以下の試験体にはRC規準 15)の(解 5.1)

式を使用し，36N/mm2より大きい場合には RC 規準 15)の

(解 5.2)式を採用している。 

 図-2に載荷履歴曲線から得られる包絡線を示す。この

包絡線は，図-1の載荷履歴曲線において，全てのループ

の最も外側の点を連ねたものである。この包絡線の最大

荷重に至るまでの無次元化変形角R/Ryを塑性率aと定義

する。ここで，a は正側a
+と負側a

-の和である。また，

最大荷重時までの総面積 Eaは，無次元化履歴吸収エネル

ギー量を示し，正側 Ea
+と負側 Ea

-の和である。 

 図-3に載荷履歴曲線から得られる累積履歴曲線を示す。

この累積履歴曲線は，載荷履歴曲線を各ループに分解し，

それぞれ正負ごとに前ループの残留変形角と次ループの

負荷時の初期変形角を Q/Qy=0 上で繋ぎ合わせたもので

ある。また，最大荷重時までの全ループの総面積 Ebは無

次元化累積履歴吸収エネルギー量を示し，正側 Eb
+と負

側 Eb
-の和である。 

 

3. 既往実験結果の概要 

本論で用いた既往実験の試験体数は 24 体，その内，

曲げ破壊型の試験体数は 4 体，曲げ降伏型の試験体数は

8 体，せん断破壊型の試験体数は 12 体である。破壊形式

は文献中の記載に従って分類しているが，「曲げ降伏後に

せん断破壊」，「曲げ降伏後に付着破壊」，「曲げ降伏後に

せん断破壊および付着破壊」および「曲げ降伏後に履歴

破壊」と記されているものに関しては，本研究では「曲

げ降伏型」として分類している。 

表-1は，既往実験の文献より載荷履歴曲線を抽出する

ことができた試験体の諸元および実験結果の一覧である。

実験変数の範囲は，コンクリート強度：10.3～119.6N/mm2，

主筋降伏強度：345～1000N/mm2，せん断補強筋降伏強

度：323～846N/mm2，せん断スパン比：1.5～2.5，引張鉄

筋比：0.8～2.9%，せん断補強筋比：0～1.15%，複筋比：

1.0 である。文献中に主筋およびせん断補強筋のヤング係

数が記載されていない場合は，200GPa とする。 

図-4に上記の実験変数について，曲げ破壊型，曲げ降

伏型およびせん断破壊型の試験体数の分布を示す。 

図より，主筋の降伏強度が 400～600N/mm2の試験体が

多く，せん断補強筋降伏強度とせん断補強筋比の低い試

験体がせん断破壊している。 

図-5に塑性率 μa～履歴吸収エネルギーEa 関係を示す。 

図より，μaと Eaが線形関係であること，また，μaの値

が同じであれば，せん断破壊型試験体の Eaが曲げ破壊型

および曲げ降伏型試験体の Ea よりも低くなることが分

かる。このときの μaと Eaの相関係数は 0.96 であった。 

図-6 に塑性率 μa～累積履歴吸収エネルギーEb 関係を

示す。ここで，図中の破線は近似曲線である。 

この図から分かるように，μaの増加とともに Ebが上昇

する傾向にあり，両者の関係を多項式で近似すると次式

のようになる。 
2

b a a = 0.24 +0.16 E                      (3) 

μa に対する Eb の割合が放物線的に増加することが分

かり，このときの決定係数は 0.94 であった。 

 

4. せん断余裕度と塑性率・履歴吸収エネルギーの関係 

図-7 に無次元化最大荷重 Qemax/Qy～せん断余裕度

Qs/Qm 関係を示す。Qemax/Qyは実験の最大荷重 Qemax を式

(1)の降伏荷重 Qy で除して得られ，Qs/Qm はせん断耐力

Qs を曲げ耐力 Qm で除して得られる。なお，Qs の算定に

は荒川 mean 式を，Qm の算定には RC 規準 15)の(解 8.20)

式を用いた。 

この図から分かるように，曲げ降伏型試験体の 75%と

せん断破壊型試験体のほぼ全てのプロットが Qs/Qm=1 以
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下であった。また，無次元化最大荷重 Qemax/Qy=1.2 付近

に曲げ破壊型試験体，Qemax/Qy=1.0 前後に曲げ降伏型試

験体のプロットが集中しており，せん断破壊型試験体の

プロットは Qemax/Qy=1.0 以下であった。破壊形式と Qs/Qm

との相関はないものの，Qemax/Qy とには一定の相関が見

られた。全体的には，Qemax/Qy と Qs/Qm との相関は見ら

れなかった。 

図-8にせん断余裕度 Qs/Qm～塑性率 μa関係を示す。な

お，Qs/Qm=1 以上にある曲げ破壊型および曲げ降伏型試

験体の μaの値は 4.83～12.9 であった。ここで，本論で定

義した μaが正側 μa
+と負側 μa

-の値の和であることから，μa

の値は文献 18)で定義されている塑性率の値の約半分で

ある。つまり，μaを文献 18)の塑性率に換算すると，換算

値は 2～6 程度となり，文献 18)中に記載されている値（2

～8 程度）の範囲内であることが分かった。 

以上より，Qs/Qm が高くなると μa も上昇する傾向にあ

り，Qs/Qm と μaの相関係数は 0.76 であった。 

図-9にせん断余裕度 Qs/Qm～履歴吸収エネルギーEa関

係を示す。この図から分かるように，Qs/Qm が上昇する

と Ea が増加する傾向にあり，Qs/Qm と Ea の相関係数は

表-1 既往実験の試験体の諸元および実験結果一覧 

[注] D：梁せい， d：有効梁せい， L：クリアスパン， Qs：せん断耐力， Qm：曲げ耐力， Qy：降伏荷重， αy：剛性低下率，

Ry：降伏変形角， μi：変位振幅， N：最大耐力に達するまでの繰り返し回数， β：エネルギー比 

6 B-300-7 450 2200 2.44 2.93 350.3 496.2 0.71 482.5 0.35 0.0126 6.72 2.6 5.5 0.59 曲げ降伏後の付着および

せん断破壊

B-300-10 450 2200 2.44 2.93 389.8 496.2 0.79 482.5 0.35 0.0126 8.31 2.9 6 1.36 曲げ降伏後の付着破壊

B-600-4 450 2200 2.44 2.93 380.4 496.2 0.77 482.5 0.29 0.0133 6.41 2.5 5.5 0.74 曲げ降伏後のせん断破壊

B-600-10 450 2200 2.44 2.93 454.3 496.2 0.92 482.5 0.29 0.0133 13.96 3.7 7.5 1.80 曲げ破壊

7 No.1 400 1800 2.25 2.52 466.3 723.7 0.64 703.2 0.22 0.0133 4.67 2.2 6.5 0.51 せん断破壊

No.2 400 1800 2.25 2.52 479.0 723.7 0.66 703.2 0.22 0.0133 5.34 2.3 7 0.63 せん断破壊

No.3 400 1800 2.25 2.52 500.3 723.7 0.69 703.2 0.22 0.0133 7.68 2.8 8.5 0.70 せん断破壊

8 No.1 300 1200 2.00 2.48 115.3 170.8 0.68 165.7 0.33 0.0089 9.55 3.1 5.5 1.14 曲げ降伏後の付着破壊

9 N 400 1000 2.50 2.73 232.0 183.6 1.26 153.6 0.27 0.0037 68.90 8.3 10.5 2.67 曲げ破壊

10 No.2 800 1600 2.00 2.24 1606.4 1121.8 1.43 1090.6 0.20 0.0127 14.56 3.8 7.5 1.64 曲げ破壊

No.3 800 1600 2.00 2.38 1768.5 2108.9 0.84 2051.6 0.27 0.0181 10.24 3.2 7.5 1.42 曲げ降伏後の付着および

せん断破壊

11 A 200 500 2.50 2.94 58.4 73.4 0.80 71.4 0.27 0.0046 7.74 2.8 2.5 0.68 せん断破壊

B 200 500 2.50 2.94 76.5 41.1 1.86 39.8 0.20 0.0053 146.96 12.1 13.5 3.25 曲げ降伏後履歴破壊

12 no1 400 2000 2.50 2.93 335.9 280.3 1.20 272.0 0.25 0.0085 51.70 7.2 11.5 1.99 曲げ破壊

13 N134-00 280 840 1.50 1.78 59.3 161.5 0.37 156.7 0.18 0.0057 6.16 2.5 3.5 0.58 せん断破壊

N134-15 280 840 1.50 1.78 87.3 161.5 0.54 156.7 0.18 0.0057 6.16 2.5 3.5 0.56 せん断破壊

N134-30 280 840 1.50 1.78 98.9 161.5 0.61 156.7 0.18 0.0057 14.10 3.8 5.5 0.83 せん断破壊

L134-00 280 840 1.50 1.78 44.8 161.5 0.28 156.7 0.24 0.0054 1.86 1.4 1.5 0.26 せん断破壊

L134-15 280 840 1.50 1.78 72.8 161.5 0.45 156.7 0.24 0.0054 6.50 2.6 3.5 0.57 せん断破壊

L134-30 280 840 1.50 1.78 84.4 161.5 0.52 156.7 0.24 0.0054 14.90 3.9 5.5 0.93 せん断破壊

L076-00 280 840 1.50 1.68 43.9 73.1 0.60 70.9 0.19 0.0028 12.57 3.5 3.5 1.07 せん断破壊

L076-15 280 840 1.50 1.68 73.6 73.1 1.01 70.9 0.19 0.0028 16.16 4.0 4 0.75 せん断破壊

L076-30 280 840 1.50 1.68 85.9 73.1 1.18 70.9 0.19 0.0028 16.16 4.0 4 2.13 曲げ降伏後の付着破壊

14 No2-5 400 1200 1.50 1.80 314.9 448.4 0.70 423.2 0.19 0.0087 9.22 3.0 4.5 1.02 曲げ降伏後の付着および

せん断破壊
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0.81 であった。 

図-10 にせん断余裕度 Qs/Qm～累積履歴吸収エネルギ

ーEb 関係を示す。この図より，Qs/Qm が上昇するに従っ

て Ebが増加する傾向にあることが分かり，両者の相関係

数は 0.83 であった。 

 

5. エネルギー比と載荷履歴特性・せん断余裕度の関係 

図-11にエネルギー比 β～繰り返し回数 N 関係を示す。

ここで，βは塑性率 μaに対する累積履歴吸収エネルギー

Ebの割合であり，μaと履歴吸収エネルギーEaが線形関係

であることが図-5で示されていることから，本研究では

μaに対する Ebの割合をエネルギー比と呼んでいる。本章

ではこの βを用いて載荷履歴特性の影響を検討する。ま

た，横軸の N は最大耐力に達するまでの繰り返し回数で

あり，正側と負側の両方の履歴を経験したときを 1 回と

し，正側のみの場合は 0.5 回とする。 

βと N の関係を調べるためには，同じ載荷履歴を経験

した試験体での比較を行う必要がある。そこで，文献 6)

の曲げ降伏した 4 体の試験体について検討する。図中の

引出線は 4 体の試験体の実験結果を示している。また，

図-5 塑性率～履歴吸収エネルギー関係 
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図-6 塑性率～累積履歴吸収エネルギー関係 
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図-8 せん断余裕度～塑性率関係 
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図-4 各実験変数における試験体数の分布状況 
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試験体の違いはコンクリート強度とせん断補強筋比のみ

であり，それ以外の条件は同じである。なお，文献 6)の

試験体名はコンクリート強度とせん断補強筋比を表わし

ており，例えば B-300-7 試験体は，コンクリート強度が

30N/mm2でせん断補強筋比が 0.66%である。 

図中の文献 6)の実験結果を比較すると，コンクリート

強度とせん断補強筋比が高い試験体の方が N と βの値が

高くなることが分かる。全体的には，曲げ破壊型および

曲げ降伏型の試験体では N の増加とともに βも上昇して

いるが，せん断破壊型の試験体においては両者の相関は

なかった。 

図-12 にエネルギー比 β～載荷変位振幅   関係を示

す。横軸の μiは i サイクル目の変位振幅であり，  は

最大耐力に達するまでの変位振幅の総和である。 

この図より，曲げ破壊型および曲げ降伏型試験体では

が増加するに従って βも上昇しているが，β=2 程度

になるとその上昇率は緩やかになる。また，せん断破壊

型試験体においては，両者の相関はなかった。 

図-13にエネルギー比β～せん断余裕度Qs/Qm関係を示

す。図より，曲げ降伏型試験体では Qs/Qm の上昇ととも

に βが大きくなっているが，曲げ破壊型およびせん断破

壊型試験体において両者の相関は見られなかった。 

図-14にエネルギー比 β～載荷変位振幅  ，繰り返し

回数 N およびせん断余裕度 Qs/Qm 関係を示す。横軸は，

N，  および Qs/Qm を考慮した βの評価式で，次式の右

辺の項である。 

s m= ( / ) log( )  iQ Q N                  (4) 

なお，図 11～図 13 の既往実験結果より，曲げ破壊型

および曲げ降伏型部材において，β と N，  あるいは

Qs/Qm との間に相関が示されている。そこで，本研究で

はそれらの指標を用いて，エネルギー比を線形的に表現

しうる評価式を試行錯誤により求め，(4)式を提案してい

る。よって，(4)式には特別な物理的意味づけを行ってい

ない。 

 i

 i

 i

 i

 i

 i

図-10 せん断余裕度～累積履歴吸収エネルギー関係 
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図-12 エネルギー比～載荷変位振幅関係 
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図より，曲げ破壊型および曲げ降伏型試験体において

は，本論で提案した評価式を用いることで βを概ね評価

できることが分かる。 

 

6. まとめ 

繰返し載荷を受ける RC 梁部材の既往実験結果を基に，

塑性変形性能とエネルギー吸収能力について，特に最大

耐力時の両者の関係に着目して検討した。さらに，載荷

履歴特性およびせん断余裕度との関係についても検討し

た。限られた範囲ではあるが，本検討により得られた結

論を以下に示す。 

1) 既往実験結果から得られた包絡線における塑性率と

累積履歴曲線における累積履歴吸収エネルギーとは

放物線的な関係になる。 

2) 本研究で使用した既往実験結果において，本論で定

義した塑性率と履歴吸収エネルギーはせん断余裕度

で概ね評価することができる。 

3) 曲げ破壊型部材の塑性率に対する累積履歴吸収エネ

ルギーの割合は載荷履歴特性とせん断余裕度に依存

する。 

今後，さらに実験データを蓄積し，繰り返し回数や変

位振幅等の載荷履歴特性を考慮した塑性変形性能とエネ

ルギー吸収能力の評価手法について検討する必要がある。

また，今回の結果では，せん断破壊する RC 梁部材の塑

性変形性能とエネルギー吸収能力との相関が見られなか

ったため，せん断破壊型に関しては，別途検討を行う必

要がある。 
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